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すかいらーくが実施しているノロウイルス「5大対策」
について以下の順番に沿ってご報告いたします．

1.　ノロウイルスのリスクについて
2.　ノロウイルスの基礎認識と「5大対策」設定根拠
3.　ノロウイルス「5大対策」について

1.　ノロウイルスのリスクについて
ノロウイルスは，冬場に極めて多くの感染が発生しま
す．通常の生活環境下で容易に感染する危険性の高いウイ
ルスです．そして，その特徴から，食中毒予防がたいへん
に難しいウイルスです．しかも，飲食店でノロウイルス感
染が疑われた場合はその施設が原因の食中毒と判断させる
ケースが多いことから　食を提供する者にとっては重大な
リスクとなっています．
国立医薬品食品衛生研究所のHPによれば，ノロウイル
ス患者数は散発発生，集団感染症，食中毒等を問わず年間
数百万人であると推定しています．ノロウイルスは生活環
境の中での感染可能性が極めて高いウイルスです．
厚労省の「平成27年食中毒発生状況概要」では，食中

毒発生件数1,202件中40％が，患者総数22,718人中
65.5％がノロウイルス原因であり，食中毒の重要な病因物
質です．
一方，食中毒原因施設としては飲食店営業許可施設（飲
食店　旅館　仕出）が最も多く859件（71.4％）　19,080
名（84.1％）にもなっています．飲食店だけでもそれぞれ
742件（61.7％）　12,734名（56.1％）であることから，
食中毒原因はほとんどが飲食店営業許可施設という認識が
周知されています．
そのような背景もあってか，飲食店でノロウイルスの感
染が疑われた場合，従業員に不顕性感染者がいれば，食事
由来の証明がされなくとも食中毒とされるケースが少なく
なかったと認識しています．
このようにノロウイルスは非常に多い感染者数，食中毒
発生頻度の高さ，食中毒予防対策の困難さから，食を提供
する者にとっては重大なリスクになっています．

2.　ノロウイルスの基本認識と「5大対策」設定根拠
ノロウイルスの感染予防対策，食中毒予防対策は急務で
す．そのために，国や自治体，研究機関等でたくさんの研
究がなされ，その成果から多くの提言や提案が導き出され
ています．
しかしながら，飲食店がそれら多くの提言や提案をタイ
ムリーに継続的に実施することは困難です．これらを確実
に行うと通常の営業は成り立ちません．ノロウイルス究極
対策は『お店を閉めること以外にはない』のが現状です．
この厳しい環境下，当社は，お客様の安全性を確保し，
お食事を楽しんでいただくための現実的対応としてノロウ
イルス食中毒予防の「5大対策」を取り決めて日々運用し
ています．
ここでは“ノロウイルスの基本認識”から「5大対策」

の具体的対応を決めた経緯などをご報告いたします．
① 極小
トイレットペーパーなどはたくさん重ねても簡単に通り抜
ける．よって感染者の用便後の手指にはノロウイルスが間
違いなく付着している．駅のトイレの実態をみれば，通勤
中に手指にノロウイルスが付着していることは明確である．
よって，これを持ち込まない手洗いが必須であるとし
て，ノロウイルスが付着していることを前提にした手洗い
方法を取り決め実行している．
また，微小ゆえに，嘔吐物処理などに不備があれば，感
染力のあるノロウイルスが乾燥して舞い上がり長時間浮遊
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することで感染の拡大が懸念されることから嘔吐物処理方
法を確立しなければならない．そこで社内で「嘔吐物処理
キット」を制作し全店に配布した．さらに店舗がキットを
使用したときは定量補充できる体制を構築した．
② 感染力が強く少量感染する　食中毒患者原因トップ
手についたノロウイルスを確実に除去しなければならない．
手指汚染→食物汚染→お客様摂食感染という流れを確実
に阻止するために不顕性感染者がいることを前提にした手
洗いルールを確定して運用している．
『よくすすぐ』という表現はあっても　それを定義する
ものがないので，実際に手に汚れをつけで，すすぎ落すた
めの水量を設定し，多くの手洗い成果を細菌検査とATP
で検証を行うことで水量基準を確立した．
③ 人の小腸　上皮細胞の中でのみ増殖する
感染者の下痢便や嘔吐物には，小腸の増殖源から膨大な
数の新鮮なウイルスが含まれている．
よって，「下痢もしくは嘔吐のどちらか一方でも症状が
ある場合は勤務を禁止とする」を感染症や食中毒予防の必
須条件とした（ただしあくまで自己申告）
④ 主な感染は発症者糞便や吐しゃ物を何らかの経路で摂取
当方施設が原因施設でお客様が感染発症した場合でも，
その原因が食中毒か感染症かで与える影響に雲泥の差があ
る．最低限，自分たちが原因にならない個人衛生管理が最
重要であると判断し「5大対策」の3項目に個人衛生管理
を当てた．（2項目は店舗内の感染拡大防止策とした．）
⑤ 症状は激しい下痢・嘔吐が一般的だが必ずしも一致し
ない

全く症状のない不顕性感染者がいる．軽い嘔吐や腹痛で
もRT-PCR検査陽性のケースが複数発生していることを
受け，“激しい下痢や嘔吐”という先入観を払拭し同時に
体調不良時の管理レベルを設定する必要がでた．
結果，ノロウイルス感染を疑う症状を“下痢か嘔吐があ
ること”に限定した．（吐き気や腹痛については対象外と
した．）
工場の従業員の場合は本人が発症していなくても，同居
者に発症があったときは，いったん勤務を禁止してRT-
PCRでの本人の陰性を確認してからの出勤とする追加
ルールを運用し感染予防に努めている．
⑥ 不顕性感染者が一定割合存在する（便中ウイルスは同
等）

“不顕性感染者が一定割合存在する”と聞いても，全国
的なデータがなく（2012年12月時点），集団感染発生地
域との比較データもなかった．
当社は自主管理構築のためにはこれらのデータは必須と
判断し，2012年12月と20113年1月それぞれ全国10地域
で働く健康な方4,700名ずつにRT-PCRの検査を行い不顕
性感染者実態を確認した．同時期ノロウイルス集団食中毒
発生（甲府で1,400名以上の集団食中毒）地域で働く健康
な267名の方の検査を実施し，全国平均では不顕性感染率
に有意な差はなかったこと，甲府は全国平均の2.6倍の感

染があったことを確認にした．
この結果から，不顕性感染者の勤務を前提にした手洗いの
重要性を社内VTRや会議体などの媒体を通じ周知してきた．
また，集団食中毒発生地域では「5大対策」にプラスし
た対策が必要であるとして，発生後7日間追加で実施する
対策を取り決決めた．そして，浜松集団感染や広島の集団
感染地域でこれを実行検証しその有効性を確認した．
⑦ 有効治療薬がない（対処療法）
ノロウイルスの場合，有効治療法がない．ご本人が病院
に行く場合を除いて，発症者に対して会社から病院に行く
指示は出さないと決めた．
治療よりも体調回復後の復帰条件が重要ポイントである
ために，勤務復帰条件をRT-PCR検査陰性と取り決めた．
（検便で腸管出血性大腸菌やサルモネラが検出された場
合は勤務を禁止して病院に行くことを義務化している．）
⑧ 発症者は体調回復後も一定期間ウイルスを排出する
“一定期間”は曖昧表現であり，管理しにくい．
勤務復帰のためのRT-PCR検査のタイミングを2012年
のデータから体調回復後3日後と仮に決め，翌年運用し検
証した結果をもって「体調回復後3日」と確定した．
検査方法は国立医薬品食品衛生研究所データや検査機関
の情報と費用対効果を考え，RT-PCR法を採用した．
体調不良はあくまで自己申告である．申告すれば一般的
に7日間程度は勤務できず，その間の休業補償もない．
そのような中で会社の対応に協力いただける従業員の
方々の負担を少しでも軽減するために検査費用を配送料含
め会社負担として運用している．
⑨ 次亜塩素ナトリウム液はタンパク質存在下で有効性乏
しい

嘔吐物処理で固形物があると次亜塩素酸ナトリウム
1,000 ppmでも有効性が損なわれるために，効率良く嘔吐
物を除去する方法を検討した．また，①の「微細ゆえに飛
散」することを防ぐためにも嘔吐物処理の最初の段階を
「嘔吐物を固め取る」とした．2012年は嘔吐発生時『窓を
開けて次亜塩素酸ナトリウム液をまいて処理』としていた
が2013年からはまず嘔吐物を“固めて取り”その後次亜
塩素酸ナトリウム液で失活させる”と改善した．
これにより処理時間の短縮と嘔吐処理の精度が向上し
た．
⑩ アルコールも有効性が乏しく逆性石けんは効かない
飲食店営業の中で高濃度の次亜塩素酸ナトリウム使用は
臭いや脱色の問題，さらに用事調整の問題があり使用は避
け，できればアルコール製剤による対応を早い時期から検
討してきた．
国立医薬品食品衛生研究所2012年の「ノロウイルスの
不活性化条件に関する調査報告書」にアルコール製剤の一
部に一定の有効性を示すアルコール製剤の記載（報告書内
AQ）があり，これを採用した．
その後，さらに有効性のアルコール製剤を確認し，外部
検査機関で上記報告書と同等な検査により有効性を確認し
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これに切り替え運用している．
しかしこの間，“次亜塩素酸ナトリウムしか有効でない”
と周知されていたために当社の説明や対応に否定的な意見
や指導を受けることが少なくなかった．
平成27年度の同報告書結果から厚労省が7月1日付で大
量調理施設衛生管理マニュアルにアルコールの有効性を言
及した改定が行われたことで“有効性が検証されたアル
コール製剤による感染予防”の理解が進むと期待している．
なお，逆性石けんがノロウイルスに効果がないことは十
分に認識しているが，同時に腸管出血性大腸菌やサルモネ
ラ菌の健康保菌者の対応も行う必要があることから二度目
の洗浄に原則3％逆性石けんを使用している．
⑪ 飲食店が疑われ従業員に不顕性感染者がいれば食中毒
と認定されるケースが多い（自治体ごとの判定基準）

飲食店営業で食中毒認定され処分を受けることはたいへ
んなリスクである．これを防ぐために上記内容から「5大
対策」を取り決め実直に実行している．
そして同時に当社の自主管理を監督官庁等に広くご理解
いただくことで，より慎重で均質化したご判断をいただけ
ることを期待している．
⑫ 病院の検査目的
病院は発症者の原因を突き止め治療を行うために迅速性
が重要になる．一方，当社は従業員の方の勤務復帰のため
の検査であり，より精度が高くなければならない．
病院の簡易検査と当方の実施している検査では検査目的
が異なることから病院の簡易検査陰性での勤務復帰は認め
ない．あくまで当社設定RT-PCR陰性を唯一の復帰条件
として運用している．

3.　自社ノロウイルス　5大対策
以上の特徴やリスクを踏まえて，現実的にできる対応と
して「5大対策」を取り決め，徹底運用し食中毒予防に努
めています．
ポスターは当社全店で使用しているものです．これにつ
きご説明いたします．
「手洗い」～最大の防御手段～
不顕性感染者がいることを前提として，手洗いを厳格に

実施しています．出勤時・大便時は2度洗いを実施してい
る．まずハンドソープ30秒もみ洗い，20秒すすぎ　次い
で原則3％逆性石けん30秒もみ洗い20秒すすぎ（すすぎ
は10秒間に600 mLの水量を規定）それ以外は必要に応じ
て，ハンドソープによるもみ洗いとすすぎを実施している．
「下痢や嘔吐があれば出勤停止」～大原則～
あくまで自己申告が中心の対応であるが，嘔吐または下
痢の発症者は勤務禁止とした．勤務再開条件は，体調回復
3日経過後にRT-PCR検査を行い陰性が必須条件．（費用
は会社負担）この結果を専門部署が一元管理している．
「トイレ使用時に約束」
多くのリスクが示されているが，現実対応として当社
は，まず全員が確実に実施すべきこととして，“エプロン

を外すこと”, “専用靴に履き替えること”の2点につき徹
底している．
「嘔吐物処理」
お客様，従業員の感染防止のために，専用の嘔吐物処理
キットを使用して処理している．万が一の感染に備え，記
録を残している．
さらにお客様トイレには嘔吐された場合は従業員にお申し
付けいただく旨の掲示をしてお客様嘔吐の対応をしている．
「触れる場所の消毒」
ドアノブ，水道の蛇口，冷蔵庫の取っ手の消毒の実施と
お客様トイレ，従業員トイレは定期的に専用アルコールで
清掃している．（ネコカリシウイルスで高い有効性を確認
したアルコール製剤．）
この5大項目以外の対応として，地域単位でノロウイル
スによる大規模な感染症や食中毒が発生した場合につい
て，原則1週間その地域の店舗に特別強化対応を実施して
います．
以上のことを全社一丸となって日々継続対応し，ノロウ
イルス食中毒防止に努めています．
しかしノロウイルスの特徴上これで完全ということでは
ありません．
私たちは「すべては　お客様の笑顔のために」今後も安
全確保に努めより良い方法に改善してまいります．
今後とも何とぞよろしくお願いいたします．
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